














クノソニック（以下，「旧 KTS」）の経営統合に伴い，その共同持株会社として 2009 年に
設立され，東証一部に上場した。2015 年には，子会社から半導体・電子部品事業を承継
して事業持株会社となった。
　UKC の 2016 年 3 月期の連結売上高（訂正後）は 2,767 億円で，エレクトロニクス商社
としては国内第二位であった。その主力は半導体・電子部品事業であり，同事業の 2016
年 3 月期の売上高は 2,584 億円と全体の 9 割を超えていた。同社はソニーとの関係が非常
に密接で，2016 年 3 月期にはソニーからの仕入額が 1,421 億円に達した上に，ソニーは同
社株の 14.2% を保有する最大株主でもあった。




取って代表取締役社長の A 氏が退任し，同副社長の B 氏は取締役に降格（2018 年 3 月に
退任）した。当時の UKC の経営指標（連結）及び不正会計の訂正状況は表 1 のとおりで
（1） 以下，社名で「株式会社」を省略する。
（2） 本稿の事実関係の認定については，第三者委員会の「調査報告書（2017 年 7 月 19 日）」及び UKC が東京証
券取引所に提出した「改善報告書（2017 年 12 月 22 日）」に主に依拠している。
〔論　説〕
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ある。
2．不正会計の状況
　UKC 香港は，旧 USC と旧 KTS の香港子会社を統合する形で成立した 100% 子会社で




　UKC 香港が旧 KTS 香港から引き継いだ業務は，主力の半導体・電子部品事業とは性質





できなかったため，購入資金を UKC 香港が X 社に提供して，コミッションを受け取ると
いう構図であった。帳簿上では，パネルメーカー→ X 社→ UKC 香港→テレビ製造業者の
順にパネルが取引されるが，パネルの現物はメーカーからテレビ製造業者に直接納入され
ていた。





至るまでの一切の営業活動が X 社に委ねられていた」（調査報告書 18 頁）とされる。
UKC 香港はテレビ製造業者との接点を持たず，パネル代金の売掛金の回収は X 社が代行
表 1　UKCの経営指標（連結）
2012 年 3 月期 2013 年 3 月期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 2016 年 3 月期 2017 年 3 月期 3Q 2017 年 3 月期
売上高
訂正前 257,088 284,508 317,042 280,672 288,684 209,106
273,752
訂正後 252,991 278,160 301,428 253,811 276,709 199,926
訂正額 ▲ 4,097 ▲ 6,348 ▲ 15,614 ▲ 26,861 ▲ 11,975 ▲ 9,180 －
経常
利益
訂正前 5,008 8,162 7,237 6,233 5,448 2,421
▲ 7,385
訂正後 訂正なし 訂正なし 訂正なし 4,472 ▲ 3,937 ▲ 2,493
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し，UKC 香港に振り込んでいたが，「2・3 か月のサイト（4）で LCD パネル代金の回収も問
題なくできていた」（調査報告書 19 頁）とされる。
　南京ビジネスは 2005 年から本格化したが，その際に旧 KTS で長期にわたり中国事業
を担当していた乙氏が大きな役割を果たしたとされる。同氏は 2008 年 10 月から 2011 年
1 月まで旧 KTS 香港の董事長を務め，経営統合後にも 2012 年 6 月から 2014 年 9 月まで
UKC の海外戦略担当（後に海外営業統括）取締役と UKC 香港の董事長を兼務していた（5）。
　旧 USC 側の役員の間では，「商社としての付加価値を産まない南京ビジネスの特殊性を
疑問視する声もあった」（調査報告書 19 頁）とされる。南京ビジネスの売上額は 2012 年
3 月期に約 40 億円，2013 年 3 月期に約 63 億円にとどまり，この段階では事業の廃止も困
難ではなかった。それでも南京ビジネスが継続された事情として，旧 KTS に対する遠慮
が存在した可能性が高い。
　統合直前の 2009 年 3 月期の経営指標は，旧 USC の売上高 187,121 百万円・経常利益
1,844 百万円に対し，旧 KTS は売上高 103,916 百万円・経常利益 991 百万円であった。こ
のように両社の実力がさほど離れていない場合，統合後に社内融和のため互いに遠慮しが
ちとなる（6）。旧 KTS 社員が代表を務める X 社が南京ビジネスを運営していたこと，統合
直後の UKC 香港の董事長には旧 KTS の前社長が就任したこと，その後任者は前述のと
おり旧 KTS の乙氏だったことを踏まえると，旧 USC 側としては問題提起をしづらい状
況であったと推察される。
2.2　Q社に対する金融支援
　2013 年から Q 社香港（Q 社グループの商社）が，南京ビジネスの顧客に加わった。Q
社香港が南京ビジネスにより仕入れたパネルは，同グループ内の Q 社中国（テレビ製造業
者）に販売される。そのパネルを使って Q 社中国が製造したテレビは，やはりグループ内
の Q 社豪州に輸出され，Q 社豪州がオーストラリアの家電量販店 Y 社に販売するという
商流であった。Q 社香港との取引は毎月 10～30 百万ドル（7）と規模が大きく，当初は売掛
金の回収も順調であったが，2015 年 3 月以降，回収が遅延する事態となった。その対策と
して UKC 側が Q 社香港への金融支援を実施した際に，不正な会計処理が開始された。
2.2.1　売掛金回収の遅延












を依頼するとともに，UKC 香港が Q 社グループに出資してはどうかと提案した。
　4 月 2 日，甲董事長は丙氏と一緒に来日し，UKC の A 社長・B 副社長と協議した。南京











　そこで，4 月 16 日に UKC 香港の丁管理部門長（9）が，甲董事長・B 副社長・C 管理本部
長・D 経理部門長にメールを送信し，「X 社の資金（UKC 香港からの前渡金を含め）で対
応可能であれば，（中略）送金してもらうよう対応しますが，よろしいでしょうか」（調査
報告書 25 頁）と提案した。パネル仕入れのために X 社に支払い済みの前渡金を流用し，
Q 社中国に送金するというスキームである。A 社長と B 副社長は，前述のとおり Q 社グ
ループを支援する方針を既に決定していたことから，この不正なスキームにより送金する
ことを承認し，4 月 17 日に計 9.1 百万元（1.4 百万ドル相当）の金融支援が行われた【不
正会計①】。
　この金融支援に合わせて Q 社グループ関連の商流も変更され，X 社を介さずに UKC 香




は 11.5 百万ドルに達した。このうち第 5 回以降は，支払い済みの前渡金ではなく，新た





　Q 社グループの財務を調査した結果，「2015 年 4 月中旬頃の時点で，Q 社香港の債務弁
済能力が当初予測していたところに比べ，大幅に低いものとの認識に至った」（調査報告
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書 27 頁）とされる。Q 社グループの資金繰りを支援するため，UKC 香港の丁管理部門長
は，D 経理部門長に相談した上で，2015 年 5 月 11 日に売掛金の回収サイトの延伸を決定
し，B 副社長・C 管理本部長もそれを承認した。





　2015 年 3 月期の会計監査では，Q 社香港に対する売掛金の回転期間が 60 日を過ぎてい
る理由についてあずさ監査法人から質問を受けた。UKC 側は「Q 社香港が UKC 香港の




　Q 社香港に対する売掛金の滞留を受けて，2015 年 5 月，A 社長・B 副社長・甲董事長は，




　　→ Q 社中国が UKC 香港からパネルを仕入れる。
　　→ Q 社中国がテレビを製造し，UKC 香港に販売する（10）。
　　→ UKC 香港が Q 社香港にテレビを販売する。
　　→ Q 社豪州が Q 社香港からテレビを購入し，家電量販店 Y 社からの前受金で支払う。
番号 期日 金額（千ドル） 支援先 使途
1 2015/4/17 394 Q 社中国 銀行借入の返済
2 2015/4/17 1,082 Q 社中国 一般経費等
3 2015/4/30 233 Q 社香港 ライセンス料
4 2015/5/5 633 Q 社香港 ライセンス料
5 2015/5/5 3,130 Q 社中国 銀行借入の借換え
6 2015/5/6 980 Q 社中国 銀行借入の返済
7 2015/5/11 3,600 Q 社中国 給与，買掛金支払い等の運転資金




（10）テレビの現物は Q 社中国から Q 社豪州に直送されるため，UKC 香港には在庫が発生しない。
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　テレビ取引の回収サイトについては，UKC 香港側が D 経理部門長と相談して，請求書




かにも長すぎる）として，270 日というさらに長い回収サイトを設定した」（同 31 頁）と
認定しており，不正な会計処理と認められる【不正会計⑤】。
　2015 年 1 月分の売掛金 13.5 百万ドルはサイトを 180 日に延伸されていたが，テレビの
生産が見込みを大きく下回ったため，テレビ取引による「売掛金の書き換え」は 2.9 百万
ドルにとどまり，2015 年度第 1 四半期に残額 10.5 百万ドルの回収遅延が発生した。UKC
側は，「パネル市場の需給逼迫によりパネル供給が遅れ，Q 社中国におけるテレビ生産の
本格稼働が 2015 年 4 月から 6 月にずれ込んだ」とあずさ監査法人に虚偽の説明を行って，
貸倒引当金を計上しない会計処理を認めさせた【不正会計⑥】。
　同第 2 四半期の会計監査では，Q 社グループに対する売掛金に貸倒リスクが生じている
ことを UKC 側も認めたが，滞留債権 48.5 百万ドル（本来の回収サイトの 60 日を超過し
た額）に対し，貸倒引当金 0.4 百万ドルを計上しただけであった。同第 3 四半期も，Q 社
グループに対する売掛金全額の 79.5 百万ドルを対象に，貸倒引当金 1.2 百万ドルを計上し
たにとどまった。これらの会計処理については，貸倒引当金の過少計上の疑いが強い。
　2016 年 3 月期末には，Q 社香港への売掛金 16.9 百万ドルが回収遅延となった。前述の
とおりテレビ取引のサイトは 270 日と長く，期末時点では期限が到来していないものが大
半であった。したがって，テレビ取引による「売掛金の書き換え」のペースが遅く，過去
の売掛金が依然として残っていたことになる。しかし 2016 年 4 月に入金が行われたため，
あずさ監査法人では貸倒引当金を計上しない会計処理を承認した。
　この入金については，4 月 12 日に UKC 香港が Q 社中国に前渡金 2,040 千ドルを送金





　2017 年 3 月末時点で UKC 香港は，テレビ代金の前渡金として計 36 回・合計 66 百万ド
（11）「2016年 2 月下旬には「前渡金で一旦 Q 社中国に支払い，その資金を Q 社香港を通じて UKC に支払っても
らう事で 3 月末の OverDue をゼロにする事ができます。」などと，前渡金を還流させることによる売掛金の
回収を提案する電子メールが UKC 香港内で交換されている」（調査報告書 35 頁）。
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ルを Q 社中国に支払い，帳簿上ではこのうち 57 百万ドルが仕入に振り替えられていた。
前渡金の残額が 9 百万ドルと比較的少ないのは，Z 社を通じた資金操作（後述）が開始さ
れたためと思量される。
2.4　Z社を通じた資金操作
　2016 年 5 月，UKC 香港は，Z 社を取引相手として新規登録し，パネルメーカーとの取








D 氏から受けて（いた）」（調査報告書 42 頁）とされる。前述のとおりテレビ取引による「売
掛金の書き換え」が遅れ，滞留債権の回収が進まないことに焦燥していた上に，Q 社グルー
プも資金繰りに窮していたことから，新たな手法が発案されたと認められる。なお，この
資金操作も甲董事長以下の UKC 香港側の判断で開始され，UKC 本社には報告がなかった。
　2016 年度第 1 四半期には，Q 社グループに対する売掛金残高 76.9 百万ドルのうち 18.6
百万ドルが回収遅延となったが，2016 年 8 月に回収偽装による入金が行われたため，貸
倒引当金は計上されなかった。この件については，D 経理部門長が丁管理部門長から報告
を受けたが，「UKC 香港による回収偽装を糾弾するどころか，メールの返信にて回収偽装
を承認するかのような対応を行った」（調査報告書 42 頁）とされる。なお，A 社長・B 副
社長・C 管理本部長に対する報告はなかった。
　2016 年度第 2 四半期には，Q 社グループに対する回収遅延債権が 12.6 百万ドルとなっ
たが，UKC 香港の直近 3 会計年度の貸倒実績率 3.54% を適用し，0.4 百万ドルの貸倒引当
金を計上しただけであった。同第 3 四半期には，Q 社グループの売掛金残高 97.3 百万米
ドルに対して同じく貸倒実績率 3.54% を適用し，3.4 百万ドルの貸倒引当金を計上した。
以上の第 1～第 3 四半期については，「（あずさ監査法人に対して）前渡金の使途や売掛金
の回収偽装の事実を意図的に説明しなかった」（調査報告書 43 頁）と認定されており，不
正な会計処理と認められる【不正会計⑨】。
　2016 年 10 月には Z 社に対する前渡金残高が 31 百万ドルに達したことから，UKC 香港
の丁管理部門長が前渡金残高内訳を作成して UKC 本社に提出した。この時点で Z 社を通
（12）「当委員会の調査では，Z 社を LCD パネル取引の商流に介在させた経緯を直接的に明らかにする証拠は検出
されず，また Z 社を介在させることにつき何らかの合理的な理由も見出しえなかった。（中略）UKC 香港と
丙氏が合意の上で当初から前渡金をこれらの使途に活用することを目的として Z 社を商流に介在させたこと
が認められる」（調査報告書 39 頁）。
（13）「2016 年 6 月 2 日に甲氏，UKC 香港管理部門長ほか 1 名との間で，2016 年 6 月 3 日に UKC 香港が Z 社に 8.1




じた資金操作をようやく認識した B 副社長・C 管理本部長は，Z 社に対する前渡金の残高






慮していなかった模様である。11 月 30 日，甲董事長の指示により UCK 香港では，実際
にはパネルの仕入がなかったにもかかわらず，Z 社からの仕入 4.1 百万ドルと Q 社中国に
対する架空売上 4.2 百万ドルを計上した【不正会計⑩】。
　UKC 香港は，2017 年 3 月までに計 25 回・合計 58.6 百万ドルをパネル代金の前渡金と
して Z 社に支払った。実際には，パネルの仕入に充てられたのは 17.1 百万ドルにとどまり，
残額のうち 16.6 百万ドルが売掛金の回収偽装により UKC 香港に還流していた。帳簿上で
は 2017 年 3 月末時点で 36 百万ドルが前渡金として残存していた。








①【前渡金の流用】（2015 年 4 月～6 月）　A 社長・B 副社長・甲董事長が承認。C 管
理本部長・D 経理部門長も認識。
②【回収サイトの恣意的な延伸】（2015 年 5 月）　B 副社長・C 管理本部長・D 経理
部門長が承認。経理部門が監査法人に対して虚偽説明。
③【2014 年度の貸倒引当金の未計上】（2015 年 5 月）　経理部門が監査法人に対して
虚偽説明。
④【テレビ取引による滞留債権の不正処理】（2015 年 5 月）　A 社長・B 副社長・甲
董事長が判断。C 管理本部長・D 経理部門長も認識。
⑤【テレビ取引の回収サイトの恣意的設定】（2015 年 6 月）　D 経理部門長が承認。
経理部門が監査法人に対して虚偽説明。
⑥【2015 年度第 1 四半期の貸倒引当金の未計上】（2015 年 7 月）　経理部門が監査法
人に対して虚偽説明。
⑦【売掛金の回収偽装と 2015 年度の貸倒引当金の未計上】（2016 年 4～5 月）　UKC
香港が単独で実行。
⑧【Z 社を通じた資金操作による売掛金の回収偽装】（2016 年 5 月）　UKC 香港が単
独で実行。D経理部門長も追認。
⑨【2016 年度第 1～第 3 四半期の貸倒引当金の未計上】（2016 年 7 月～2017 年 1 月）　
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経理部門が監査法人に対して虚偽説明。
⑩【Q 社中国に対する架空売上の計上】（2016 年 11 月）　UKC 香港が単独で実行。





　テレビ取引は家電量販店 Y 社が Q 社豪州に前受金を支払うことを前提としていたが，





11 月に甲董事長は滞留売掛金を CB（転換社債）化する案を提示し，かねてから UKC 側
に出資を提案していた丙氏もそれに同意した。
　2017 年 3 月 22 日，甲董事長が UKC 取締役会に CB 購入について説明し，同 30 日の取
締役会において，Q 社グループに対する売掛金 103 百万ドルと引き換えに Q 社香港の CB
（元本 100 百万ドル・期間 5 年のゼロクーポン債）を取得することを決議した。CB の株
式への転換は随時可能で，全 CB を転換した場合の UKC 香港の持株比率は 51% とされた。
　Q 社香港の 2016 年度の経営指標は売上高 101 億円・営業利益 7 億円であったが，純資
産は▲ 18 億円と債務超過になっていた（15）。甲董事長の説明では，Q 社香港の企業価値評















南京ビジネス関係の修正 ▲ 6,348 ▲ 15,614 ▲ 26,861 ▲ 11,975 ▲ 7,021 ▲ 67,819
Y 社を通じた資金操作関係の修正 ▲ 2,517 ▲ 2,517
Q 社グループに対する架空売上関係の修正 ▲ 13 ▲ 13
合計 ▲ 6,348 ▲ 15,614 ▲ 26,861 ▲ 11,975 ▲ 9,551 ▲ 70,350

















向けデジタルサイネージ（16）事業」に大別した上で，前者の売上が 2017 年度の 120 百万ド
ルから 2021 年度に 266 百万ドル（2.2 倍）に増加，後者の売上が同じく 11 百万ドルから
215 百万ドル（19.5 倍）に増加し，営業利益も同じく 14 百万ドルから 69 百万ドル（4.9 倍）
に増加するとの見込みであった（表 4 参照）。
　この事業計画の妥当性について甲董事長は，「最初の 1 年間はエンドユーザーの Y 社の
仕入 150 百万豪ドル（17）のコミットを前提につくっている。3 年先までは概ね見えている」
（調査報告書 50 頁）と説明した。しかし，調査報告書によると，Q 社豪州と Y 社が調印
した契約書には 150 百万豪ドルのコミットメントに関する条項はなく，甲董事長自身もコ
ミットメントが存在しないと認識していたとされる。
　実際に Y 社が合意していた取引額は，2017 年 3 月～7 月分の 20 百万豪ドルだけで，こ







2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度
豪州向けテレビ事業 120 168 202 240 266
中国向けデジタルサイネージ事業 11 51 111 164 215
売上高合計 132 219 314 404 482




（17） 2017 年の為替相場は 1 豪ドルが 0.7～0.8 ドルであった。1 豪ドルを 0.8 ドルと仮定し，150 百万豪ドル＝ 120
百万ドルと計算したと推察される。
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事業計画を前提として評価が行われた本件株式価値算定書における Q 社香港の株式に関
















　事件発覚後に発表された UKC の 2017 年 3 月期有価証券報告書には，「社債」として
449 百万円が計上された。この金額は，CB の担保となったオーストラリアの不動産の評







月 30 日の取締役会では，甲董事長の説明後に B 副社長・C 管理本部長・D 経理部門長が





よって CB の購入を知るという異例の展開となった。監査法人に詳しく調査されると CB
（18）「実務上，中国当局は，通常借入れ債権又は実際の取引に基づく債権を被担保債権とする場合にしか抵当権







　本事件に関連して以下の 2 件の問題事案が発覚し，UKC では 2016 年度第 4 四半期に計
6,055 百万円の損失を計上した。
4.1　X社による資金流用の追認
　X 社では，2016 年 7 月以降，南京ビジネスでテレビ製造業者から回収したパネル代金
を UKC 香港に振り込まず，そのままパネル購入の前渡金に充当する措置を取った。UKC
香港はテレビ製造業者との接点がなく，X 社に任せきりにしていたため，やむなく X 社
と覚書を締結してこの措置を追認し，テレビ製造業者に対する売掛金を X 社に対する前
渡金に振り替えた。しかしこの会計処理には不正会計の疑いが強い。
　2017 年 3 月末時点で，テレビ製造業者に対する売掛金の 5.3 百万ドル及び X 社に対す
る前渡金の 19.7 百万ドルの計 25 百万ドルが X 社に対する実質的な与信額であった。その
一方で，前渡金から仕入に振り替えた金額は 2016 年度下半期に 16.2 百万ドルにとどまり，
回収サイト（60 日）を勘案すると，X 社に対する与信が不良債権化していたと認められる。









をチェックした。その結果，100% 子会社の UKC シンガポールにおいて，某取引の売掛
金の入金が予定を大きく下回ったこと，さらにその取引先の財務を十分に把握していない
ことが判明したため，2016 年度第 4 四半期に売掛金全額に当たる 3,252 百万円の貸倒引当
金を計上した。
　UKC 側は「同取引は，UKC 香港における不適切な会計処理に係る取引先や関係者とは







・問題の売掛金の支払期限が 2017 年 7 月とされ，回収サイトが通常よりも延伸され
ていたこと
―78―
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5．組織的な失敗の背景
　調査報告書は，A 社長・B 社長・甲董事長の 3 人が不適切な判断を下したと認定し，経

























（19）YSTS（世界半導体市場統計）によれば，世界の半導体市場は 2006 年に 247,716 百万ドル，2016 年に 338,931
百万ドルと 36.8% 増加したが，日本は 2006 年に 46,418 百万ドル，2016 年に 32,292 百万ドルと 30.4% 減少した。
（20）UKC でも，ソニーがサムスングループ向け取引を直販化した結果，連結売上高が 2018 年 3 月期の 301,449
百万円から，2019 年 3 月期には 205,771 百万円と 31.7% も減少した。
（21）UKC の 2017 年 3 月期有価証券報告書では，「自社工場における EMS（電子機器受託製造サービス）等の高
付加価値事業の拡大，取扱い製品の拡張，新規事業の創出」（同 80 頁）に注力するとしている。
（22）UKC は，事件後の 2019 年に同じくソニー系商社のバイテックホールディングスと経営統合して，商号をレ
スターホールディングスに変更した。現時点では，レスターホールディングス（2020 年 3 月期の売上高
379,548 百万円），マクニカ・富士エレホールディングス（前同 521,193 百万円。2015 年にマクニカと富士エ














　その結果として，「（海外グループ会社の事業展開が）A 社長及び B 副社長という経営
トップの胸三寸に委ねられていた」（調査報告書 75 頁）とのことである。また，甲董事長
については，「A 社長・B副社長の信任も厚く現地ビジネスに精通しているとの評価も高
い」（前同 75 頁）とされ，3 人による密室化された協議の中で，Q 社グループへの支援が
安易に決定されたと認められる。
5.1.3　取締役会の軽視
　当時の UKC の取締役会は，A 社長・B 副社長と社外取締役の島崎氏の 3 人で構成され
ていた。島崎氏は住友商事の元副社長で，当時は野村ホールディングスの社外取締役や日










2014 年 3 月期 2015 年 3 月期
訂正前 35,462 41,480
訂正後 19,848 14,618
訂正額（南京ビジネスの金額） ▲ 15,614 ▲ 26,861
表 5　UKC香港の売上高 （単位：百万円）
（UKC の有価証券報告書に基づき筆者作成）
（23）ただし，Q 社香港の CB 購入の際に，巨額の滞留債権が発生した事情や甲董事長が説明した誇大な事業計画
について島崎氏が追及しなかった点は問題であり，監視機能を十分に果たしていたとは言いがたい。
―80―

















　A 社長はソニーのシステム LSI 事業本部事業部長を経て 2007 年に旧 USC に入社し，
翌 2008 年には旧 USC の社長，そして 2009 年の経営統合に伴い UKC の社長に就任した。
前述（1. 参照）のとおりソニーは，まさに UKC の生命線を握っていた。そのソニーから
送り込まれた「天下り経営者」の A 社長が Q 社グループへの支援やテレビ取引の方針を
決めたことで，「天下りによる無責任体質」のため関係者が思考停止に陥っていたと推察
される。













ネルがメーカーから Q 社中国に直接納入されていたことが，Z 社を通じた資金操作を容易にした。
―81―
樋口晴彦：UKC 不正会計事件の事例研究
スク管理が必要となる。しかし南京ビジネスでは，UKC 香港が X 社に全面的に依存し，
取引先に関する情報をまったく把握していなかったにもかかわらず，UKC 本社では放置
していた。
　こうしたリスク管理の欠如は，前述（4.2 参照）した UKC シンガポール事案が示すよ
うに，他の海外グループ会社に対しても同様であった。UKC で与信管理に関する「グルー















　ちなみに UKC 香港は，「Q 社グループとの取引の継続やテレビ事業の展開にマイナス
になる情報を当社に報告するのを避け，有利な情報のみを報告する傾向があった」（調査
報告書 74 頁）とされ，前渡金の流用の継続や Z 社を通じた資金操作も独自に実行してい















　ちなみに内部監査部門は，前述した「全社的なリスク管理の軽視」により 3 名 1 チーム
―82―
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と体制が小さかった。そのため，「当社を含め連結子会社が 12 社，1 社の業務監査に要す
る時間が是正措置まで含め約 3ヶ月を要し，年に 3 ～ 4 社の実施が限度であることからグ
ループ会社の業務監査についても，3 ～ 4 年に 1 回のローテーションになっていました」
（改善報告書 22 頁）とされる。











日程度の延長にとどまると思われるが，45 日を 180 日に，更には 270 日に延長し
たのは異常であり，これをそのまま容認したのは納得できない」（同 116 頁）と指
摘した。
・2016 年 3 月期には，Q 社香港の売掛金の回収遅延が発生したにもかかわらず，




・2016 年 6 月の段階で，「あずさ監査法人との間では 2016 年 7 月以降の入金を考慮
しても回収遅延が生じている場合には回収遅延債権残高と同額の貸倒引当金を計上








レートを招来したと認められる。ちなみに，2017 年 3 月期決算で同監査法人の姿勢が変
化したのは，Z 社を通じた資金操作という非常に悪質な不正会計の疑いが浮上するととも
（25）調査報告書によれば，C 管理本部長と D 経理部門長が正しい会計処理を行うべく進言したが，「Q 社支援の
下で新たな事業展開を押し進める A 社長及び甲氏を動かすところとはなら（なかった）」（同 70 頁）とのこ


















原因 F　経営環境の変化による規模拡大と事業多様化の要請（原因 I の背景）
原因 G　グループ執行役員制度による議論の密室化
原因 H　取締役会の軽視（原因 I の背景）
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原因 K　経営者への盲従とその場しのぎの対応（原因 A・D の背景）
原因 L　ソニーへの過度の依存による天下り経営（原因 K の背景）
おわりに







ない。さらに 4. で示した 2 事案についても検証を怠っており，筆者としては不満が残る。
　ちなみに，本事件の責任を取って 2017 年夏に A 社長が退任すると，新社長にはやはり
ソニー出身者が就任した。本稿の趣旨に照らせば，不本意な決着と言わざるを得ない。
〔参考資料〕
UKC ホールディングス（2017）　『改善報告書』（2017 年 12 月 22 日）
　〈https://www.restargp.com/wp-content/themes/restar/ukc-old/ 2018 / 04 / 171211 _
kaizenhoukoku.pdf〉（2021 年 5 月 13 日最終確認）
井端和男（2020）　『忖度と国際化時代の粉飾』税務経理協会
第三者委員会（2017）　『調査報告書』（2017 年 7 月 19 日）
　〈https://www.restargp.com/wp-content/themes/restar/ukc-old/ 2017 / 07 / 170725 _
chousahoukoku_kouhyou02.pdf〉（2021 年 5 月 13 日最終確認）
樋口晴彦（2008）　「組織文化論による企業不祥事の分析　―株式会社加ト吉の不適切取引

























千葉商大紀要　第 59 巻　第 1 号（2021 年 7 月）
